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また、かつて厚生労働省保険局保険課長 (2014 年時点、政策研究大学院大学教授) であ
った島崎(2013：335-340)は、看護師の職能範囲の見直しの必要性を提言した。医師法(昭












































































































第 4 章から 6 章に記した内容は、高度実践看護師を地域包括ケアシステムで活用するに
あたり、看護職の裁量権拡大に対して患者や家族、現場看護師がどういった認識を抱くか 
に関する実証調査の結果である。 




















用者家族からは 300 名の有効回答(有効回収率 65.9％)を、高齢者施設入居者家族の場合は





































































































































































































表 0-1. 介護保険法に定められた在宅サービス      
 
6) 訪問看護事業所 






                            
3  「老人保健法」は、2008 年 4月 1日をもって、「高齢者の医療の確保に関する法律」に改題・
改正されている。 
① 訪問介護サービス       ②  訪問入浴介護    ③ 訪問看護   















表 0-2. 高齢者施設の概要 
































































入居者 100 人当たりに対して、常勤医師を 1 名、看護職 9 名、理学療法士または作業療法
師 1 名、介護職員 25 名、介護支援専門員(ケア・マネージャー)1 名の配置が介護保険法に
よって定められている。そして、生活支援を主眼に置いた 4 施設では、医師(非常勤)1 人、











































被保険者による保険料によって約 6 割、税金を財源とする公費で約 4 割が賄われている。











                            




状況さえも想定される。日本国憲法(昭和 21 年憲法)第 25 条の「国民の生存権、国家の生
存権保障義務」という基本理念を押し通したくとも、それができない事態が迫っている危
機的状況と言えよう。今まさに、社会保障制度のセーフティ機能の強化が求められている。 
































































































































3.1  地域包括ケアシステムに関する基本的概念 
 地域包括ケアシステムについて井上(2012)は、2つのコンセプトの存在を述べている。こ
の一つは、integrated care(統合型のケア)であり、いま一つは community based care(地
域を基準としたケア)である。 


















































 integrated care に関する先行研究のレビューから筒井(2012)は、「社会保障と税一体改
革大綱」で示された医療と介護の連携を包括した地域毎のケアシステムの構築を成功に導
















        介護        ：訪問介護、デイサービス、小規模多機能型居宅介護















表 1-1.ヘルスケアシステムの統合の 10原則に基づいた地域包括ケアシステムの構築に必要 
と考えられる人材像 
  10原則の項目           必要とされる人材像 












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第 2章  

































                            











































0% 20% 40% 60% 80% 100%
医療制度の平等性                     
(貧富の差への配慮) 
制度決定プロセスの公平さ                
(既得権益の排除) 
制度決定への市民参加の度合い 
大いに不満 やや不満 ある程度満足 大いに満足 無回答 
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献は 2つ存在するが、本研究では 1つの文献として扱う。 


















 救急病棟・手術室・ICU/CCUに勤務する 20歳代・30歳代の看護師 125名から得られた質
問紙調査(伊原・清水・窪田ほか，2010)の結果によれば、研究対象者の半数以上が NPを認
知しておらず、NP の必要性があると認識する看護師は 3 割にとどまっている。更に、自身













































































表 2-2. 高度実践看護師の裁量権拡大に関する医師への認識調査 








































































































表 2-3. 医療サービス利用者に対する高度実践看護師の裁量権拡大に関する認識調査 




























































































































































































































































































                            




















































いずれの患者も 1 型もしくは 2 型の糖尿病に加え、合併症を持つ患者であった。男性 3






































































































































































































































































































































  2010年 7月～2010年 10月 
                            

















































調査対象患者は、男性 3 名、女性 4 名、合計 7 名であった。患者概要については表 4-1

















芸術家 食事療法       
運動療法         










無職 食事療法       
運動療法         










自営業 食事療法       
運動療法         










無職 食事療法       
運動療法         












食事療法       





















無職 食事療法              



























































































































































































































































































































































                            
1  本章に記した調査の実施においては、「創価大学平成 25年度次世代共同研究プロジェクト助







ングを実施した。条件に合致した 9,035 名の中から無作為抽出した 396 名に協力を求めた
(調査期間：2013 年 12月)。 
 半構成的面接調査は、上記した訪問看護利用者の家族と同様の手法によって 5 名の家族
を抽出した(調査期間：2014年 1月から 3月)。 
3) 調査内容 






(4)利用者が希望する時や体調の悪化が生じた時など、必要時、医師による 24時間 365 日
対応の診療サービスが受けられているか 














































3.1  訪問看護利用者の家族に対して実施した質問票調査と半構成的面接調査の結果 
1) 質問票調査の結果 
訪問看護利用者の家族から得られた有効回答者数は 300名、有効回収率は 65.9%であった。 
① 家族及び利用者の概要(表 5-1) 
 家族の性別は、男性 192 人(64.0％)、女性 108 人(36.0％)と男性の方が多く、平均年齢
















 表 5-2 には、看護師による医行為(診察、薬物処方、検査実施判断)に対する家族の認識
結果を示した。この表では、それぞれの医行為に対する家族の認識について、「無条件で肯
定」、「条件付きで肯定」、「否定」というように 3段階に分け、認識別の割合を表した。 
 無条件で看護師による診察を許可すると答えた家族割合は 31.0％、薬物処方 14.3％、検
査実施判断 11.3％であった。また、6 割以上の家族が、条件付きで看護師による医行為を
容認した。そして、無条件で肯定する家族と、条件付きで肯定する家族を合わせた場合、
診察は 9 割以上、薬物処方では 8 割弱、検査実施判断については 8 割以上となった。看護
師による医行為実施の条件として上位を占めた内容は、「事前に医師の許可があること」、
「看護師経験に加えて医学・薬学等の専門知識を習得していること」、であった。 























 表 5-3 では、先に示した表 5-2 に準じながら、看護師が実施する医行為に対する家族の
認識と、家族・利用者の属性や診療状況との関連性をクロス表にまとめ、X2検定を実施し、










































































































































          n=300 
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CramerのV 有意確率a 無条件で肯定 条件付きで肯定
必ず医師による処
方を希望




男 75人(39.1%) 104人(54.2%) 13人(6.8%) 33人(17.2％) 118人(61.5％) 41人(21.4％) 27人(14.1％) 140人(72.9％) 25人(13.0％)
女 18人(16.7%) 81人(75%) 9人(8.3%) 10人(9.3％) 76人(70.4％) 22人(20.4％) 7人(6.5％) 86人(79.6％) 15人(13.9％)
50歳未満 35人(34.0％) 65人(63.1％) 3人(2.9％) 13人(12.6％) 78人(75.7％) 12人(11.7％) 11人(10.7％) 81人(78.6％) 11人(10.7％)
50～64歳 43人(28.5％) 92人(60.9％) 16人(10.6％) 19人(12.6％) 89人(58.9％) 43人(28.5％) 19人(12.6％) 107人(70.9％) 25人(16.6％)
65歳以上 15人(32.6％) 28人(60.9％) 3人(6.5％) 11人(23.9％) 27人(58.7％) 8人(17.4％) 4人(8.7％) 38人(82.6％) 4人(8.7％)
1回以上/月 66人(30.7％) 136人(63.3％) 13人(6％) 26人(12.1％) 142人(66.0％) 47人(21.9％) 21人(9.8％) 166人(77.2％) 28人(13.0％)
1回程度/2～3ヵ月 14人(36.8％) 22人(57.9％) 2人(5.3％) 8人(21.1％) 23人(60.5％) 7人(18.4％) 6人(15.8％) 26人(68.4％) 6人(15.8％)
必要に応じて適宜 13人(27.7％) 27人(57.4％) 7人(14.9％) 9人(19.1％) 29人(61.7％) 9人(19.1％) 7人(14.9％) 34人(72.3％) 6人(12.8％)
65歳未満 32人(32.3％) 57人(57.6％) 10人(10.1％) 18人(18.2％) 58人(58.6％) 23人(23.2％) 12人(12.1％) 69人(69.7％) 18人(18.2％)
65歳以上 61人(30.3％) 128人(63.7％) 12人(6.0％) 25人(12.4％) 136人(67.4％) 40人(19.9％) 22人(10.9％) 157人(78.1％) 22人(10.9％)
ある 38人(36.2％) 60人(57.1％) 7人(6.7％) 15人(14.3％) 71人(67.6％) 19人(18.1％) 16人(15.2％) 78人(74.3%) 11人(10.5％)
ない 55人(28.2％) 125人(64.1％) 15人(7.7％) 28人(14.4％) 123人(63.1％) 44人(22.6％) 18人(9.2％) 148人(75.9％) 29人(14.9％)
訪問看護頻度が3
日以上/週
16人(34.0％) 27人(57.4％) 4人(8.5％) 8人(17.0％) 25人(53.2％) 14人(29.8％) 7人(14.9％) 31人(66.0％) 9人(19.1％)
訪問看護頻度が1
～2日程度/週
37人(30.6％) 80人(66.1％) 4人(3.3％)   8人(6.6％) 89人(73.6％) 24人(19.8％) 7人(5.8％) 103人(85.1％) 11人(9.1％)
訪問看護頻度が1
日未満/週





































① 家族及び利用者の概要(表 5-4) 
面接調査で回答した家族 5 名の内、4 名が女性であり、年齢はいずれも 50 歳以上であっ
た。利用者との続柄においては夫婦関係にある者が 1 名、その他は親子関係であった。利

































1 女性 50歳代前半 妻 5 1日/週 約5年
2 女性 50歳代前半 嫁 3 1日/週 約4年
3 女性 50歳代前半 娘 5 5日/週 約8年
4 女性 60歳代前半 娘 5 1日/週 約4年
































































































① 家族及び入居者の概要(表 5-6) 
家族の性別は、男性 152人(49.8％)、女性 153人(50.2％)とほぼ同数であった。年齢は、
19 歳から 76歳で、平均年齢は 52.65±11.35歳になった。 


















































 表 5-8は、先に示した表 5-7に準じながら、看護師が行う医行為に対する家族の認識と、
家族・入居者の属性や診療状況との関連性をクロス表にまとめ、X2検定を実施し、必要に応


















































































































































① 家族及び入居者の概要(表 5-9) 






CramerのV 有意確率a 無条件で肯定 条件付きで肯定
必ず医師による
処方を希望




男 44人(28.9%) 101人(66.4%) 7人(4.6%) 23人(15.1％) 105人(69.1％) 24人(15.8％) 23人(15.1％) 116人(76.3％) 13人(8.6％)
女 31人(20.3%) 118人(77.1%) 4人(2.6%) 13人(8.5％) 112人(73.2％) 28人(18.3％) 8人(5.2％) 128人(83.7％) 17人(11.1％)
50歳未満 17人(16.7％) 83人(81.4％) 2人(2.0％) 13人(12.7％) 73人(71.6％) 16人(15.7％) 10人(9.8％) 82人(80.4％) 10人(9.8％)
50歳～64歳 47人(28.8％) 108人(66.3％) 8人(4.9％) 19人(11.7％) 117人(71.8％) 27人(16.6％) 17人(10.4％) 130人(79.8％) 16人(9.8％)
65歳以上 11人(27.5％) 28人(70.0％) 1人(2.5％) 4人(10.0％) 27人(67.5％) 9人(22.5％) 4人(10.0％) 32人(80.0％) 4人(10.0％)
1回以上/月 39人(23.9％) 116人(71.2％) 8人(4.9％) 18人(11.0％) 112人(68.7％) 33人(20.2％) 12人(7.4％) 133人(81.6％) 18人(11.0％)
1回程度/2～3ヵ月 4人(19.0％) 17人(81.0％) 0人(0.0％) 3人(14.3％) 15人(71.4％) 3人(14.3％) 1人(4.8％) 19人(90.5％) 1人(4.8％)
必要に応じて適宜 18人(25.0％) 52人(72.2％) 2人(2.8％) 6人(8.3％) 58人(80.6％) 8人(11.1％) 9人(12.5％) 57人(79.2％) 6人(8.3％)
ある 38人(25.2％) 107人(70.9％) 6人(4.0％) 18人(11.9％) 109人(72.2％) 24人(15.9％) 16人(10.6％) 123人(81.5％) 12人(7.9％)























































































































































































































































































































































































































































































































































































4.5  看護師による診療に対する認識と、療養条件等との関連 
 看護師が行う医行為に対する認識を示した変数と、家族・利用者の属性や診療状況を示
した変数との間では、一部、有意な関連が認められた。しかし、この連関の強さを表す係






















                                                    































意義等について文書で説明し、回答協力を求めた(調査期間：2013 年 12月)。 
 半構成的面接調査について、質問票を通じて面接を可能とする訪問看護師を募り、「面接
調査の協力が可能」と意思表示をした訪問看護経験 1 年以上の看護師 5 名に対して、調査







                            




 半構成的面接調査は、高齢者施設での看護経験年数 1 年以上の看護師 5 名に対して実施






































 質問票データの解析方法としては、IBM SPSS Statistics Ver.22 や Microsoft Excel を
用いて基本的な属性等を単純集計した。 










3.1  訪問看護師に対して実施した質問票調査と半構成的面接調査の結果 
1) 質問票調査の結果 
 訪問看護師からの有効回答者数は 69名、有効回収率は 85.1%であった。 
① 訪問看護師の概要(表 6-1) 


































  男性 2人(2.8%)  










































6.4 46.8 27.7 17.0 2.1




5.3 52.6 28.9 13.2 0.0
新たな処方や
変更点
10.2 53.1 20.4 16.3 0.0
新たな処置や
変更点
10.6 55.3 19.1 14.9 0.0


























2.9 26.5 22.1 45.6 2.9
   医師との連絡状況に関する訪問看護師評価
  単位：％   n=69





③ 高度実践看護師による医行為実施に対する賛否(表 6-3) 
訪問看護師に対して、在宅医療の現場における高度実践看護師の医行為実施の賛否につ







④ 医行為実施における医師の指示の必要性と責任所在に関する認識(表 6-4) 

































%(n) 29.6(8人) 25.9(7人) 14.8(4人) 18.5(5人) 11.1(3人)
　表6-3.　医行為実施に対する賛否割合(全体n=69)














図 6-1. 診断・応急対応の必要性 (n=69) 
n=69






































(ⅲ) 処置対応の必要性(図 6-3) 




(ⅳ) 検査実施決定と所見評価の必要性(図 6-4) 
 最も高い割合で支持された検査内容は、検体検査結果の評価(39.7％)や実施の決定
(35.3％)であった。続いて、単純 X 線撮影の実施決定(29.4％)、12 誘導心電図検査の実施









図 6-3. 処置対応の必要性 (n=69) 
 
 




支持する割合よりも高い結果になった。そして、単純 X 線や CT・MRI の画像評価について
は、5割の看護師が「必要性が低い」と認識していた。 
2) 半構成的面接調査の結果 
① 訪問看護師の概要(表 6-5) 
 面接調査で回答した訪問看護師 5 名の性別は、全て女性であった。年齢幅は、30 歳代後
























No. 性別 年齢 看護師経験年数 訪問看護経験年数
1 女性 30歳代後半 約10年 約1年
2 女性 40歳代後半 約22年 約7年
3 女性 40歳代後半 約24年  約12年
4 女性 50歳代前半 約12年 約6年


















































































































3.2  高齢者施設看護師に対して実施した質問票調査と半構成的面接調査の結果 
1) 質問票調査の結果 
 高齢者施設看護師からの有効回答者数は 121名、有効回収率は 81.7%であった。 
① 高齢者施設看護師の概要(表 6-7) 






























































 表 6-9 には、高度実践看護師の医行為に対する高齢者施設看護師の賛否割合、反対理由
の内容と割合の内訳を示した。高度実践看護師が高齢者施設で医行為を担うことに賛成し























18.5 53.1 18.5 9.9 0.0




13.7 47.9 30.1 8.2 0.0
新たな処方や
変更点
15.4 48.3 27.5 7.7 1.1
新たな処置や
変更点
19.2 53.4 19.2 8.2 0.0


























10.7 27.3 28.1 24.0 9.9
   医師との連絡状況に関する高齢者施設看護師評価
  単位：％   n=121











































%(n) 34.1(14) 31.7(13) 14.6(6) 4.9(2) 14.6(6)
　              表6-9.　医行為実施に対する賛否・反対理由の割合(全体n=121)













図 6-5. 診断・応急対応の必要性 (n=121) 
n=121



















































図 6-7．処置対応の必要性 (n=121) 
 




検査の実施決定は 34.7％、検体検査結果の評価に関しては 33.1％、単純 X線撮影の実施決
定については 31.4％の看護師が必要性を認識していた。 
 




① 高齢者施設看護師の概要(表 6-11) 
 面接調査で回答した高齢者施設看護師 5 名の性別は、全て女性であった。年齢幅は、20
歳代後半から 60 歳代後半であり、看護師経験年数平均は約 20 年、施設看護経験年数の平

























No. 性別 年齢 看護師経験年数 施設看護経験年数 勤務する施設種類
1 女性 20歳代後半 約6年 約1年 有料老人ホーム
2 女性 30歳代後半 約10年 約2年 有料老人ホーム
3 女性 40歳代後半 約15年 約8年 有料老人ホーム
4 女性 50歳代前半 約30年 約3年 特別養護老人ホーム


















































































































3.3  調査結果のまとめ 





















































































































































































































































































































































た。この事故について、手術を行った医療チーム 9 名のうち、執刀医 X と間接介助にあた

































































































                            



























































































































































































体検査の実施決定は 34.7％、検体検査結果の評価に関しては 33.1％、単純 X線撮影の実施









































































































2.1  患者が抱く高度実践看護師への期待感と課題 









































































































































































































































































































































































































































































































































4)  地域包括ケアシステムにおける高度実践看護師機能 













































































































 すなわち、医師法第 17条・31条で定められた医師の医業独占を改正したうえで、保健師 



















































































































れば、やはり教育の高度化は必要である。… 省略 … 高度実践看護師は、米国の看護
































































   におけるコーディネイト
   能力を養うための科目
7．看護・医療・福祉の
















































































































































































 従って、上記した内容を看護師基礎教育に取り入れるのであれば 4年間での看護師基礎 
教育は必要条件であり、現実的な制約も踏まえた上でこれを具現化すべきである。 
 
























5.1  実証調査結果に関する限界と課題 
 第 4 章の調査の研究対象は、ある特定の医療機関における糖尿病患者 7 名に過ぎない。




















































  著者は、臨床での看護師経験に加え、3年制や 2年制の看護師養成専修学校教員を経験し 
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